
酪肉近代化基本方針の具体化に向けた工程表

【１７～２１年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

１．国際化の進展に対応し得る産
業構造の確立

○「担い手」として明確化すべき経営
形態の考え方

－１－

○経営安定のための施策の在り方

酪肉近代化基本方針工程表

担い手要件及び経営
安定対策の見直し検
討・調整・具体化

見直し
後の対
策へ移
行

認定農業者の認定率
向上に向けた取組の
推進

経営安定対策ご
との「担い手」の
増加を推進

酪肉近代化基本方針の周知・徹底

全国及び
ブロック
説明会の
開催

新たな施策の周知徹底

畜産企画
部会に前
年度の取
組を報告

検証・見直し

市町村
計画の
策定を
促進

【基本方針の周知・徹底】

【県及び市町村計画の策定促進】

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づき、持続可能な地域畜産生産構
造の実現を目指し、同生産構造の構成員たる経
営体に対する重点的な経営支援活動を推進

【担い手の育成・確保】

持続可能な地域
畜産生産構造
の確立を明記し
た地域のｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝを策定

施策の適切
な実施

畜産企画
部会に前
年度の取
組を報告

畜産企画
部会に前
年度の取
組を報告

検証・見直し

施策の適切
な実施

検証・見直し

施策の適切な実施

【17～21年度】

県計画の策
定（協議）



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

－２－

○サービス事業体の定着・普及

酪肉近代化基本方針工程表

【コントラクター育成・強化の推進】

・ コントラクター全国協議会の開催、コントラクター実態調査の実施、コントラクターアドバイザーの養
成による組織強化

・ 参加農家戸数の拡大、組織当たり請負面積の拡大を通じた事業の拡大
・ 民間事業者（建設会社等）との連携強化、請負作業の多様化の推進（→ＴＭＲ化、総合コントラクター
化の推進）、ＧＩＳを活用した作業効率の向上を通じた機能の充実

毎年、進行状況を点検し、
必要に応じ取組方針を
見直し

【ＴＭＲセンター整備の推進】

・ 地域の飼料作物、未利用資源、食品副産物を活

用したＴＭＲセンター設立の推進
・ 経営指導事業、牛群検定等と一体となったＴＭ

Ｒ参加農家の経営指導

コントラクターの育成・強化の一貫
として、ＴＭＲに取り組むコントラ
クターが増加するよう支援、指導を
強化

【酪農ヘルパー組織の充実・強化の推進】

ヘルパー組織の再編統合、ヘルパー業務の多角化の推進

・ 全国会議の開催、ブロック会議の開催による啓発活動促進

・全国研修、実践研修、地域研修会等の開催によるヘルパー要員の養成
・ＰＲ活動によるヘルパー要員の確保
を通じたヘルパー要員の養成・確保の取組の推進

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

○生産段階におけるコスト低減や省力
化の推進等による経営体質強化

酪肉近代化基本方針工程表

【対象者や地域を重点化した経営支援指導による経営体質強化】

専門家支援チームによる支援・指導、研修・
セミナーの実施等による経営者能力の向上等

青色申告の推進、適正な資金計画や経営改善計画の
策定、これらに基づく法人化や多角化の推進等によ
る経営体質強化通じた先進的経営の育成・確保

○人材の育成・確保

平成27年度

生産コストの
２割程度の低
減

国補助事業、制度資金等の活用により、以下の取組を推進
・コントラクター等のサービス事業体の利用拡大
・ほ乳ロボット等の新しい技術の導入等による飼養管理技術の高度化
・放牧の拡大 ・畜産物の高付加価値化 ・法人化や一貫経営への移行
・乳牛・肉用牛の能力向上 等

毎年、進行状況を点検し、必
要に応じ取組方針を見直し

【畜舎建築基準の緩和措置の活用】

畜舎・堆肥舎の建築基準の緩
和措置について、生産者向け
パンフレットを作成・配布

地域からの意見等を集約・検討し、必要な調査実験等
を行い、より一層の畜舎建築基準の緩和や緩和基準の
普及を推進

生産者段階へ
の周知を徹底

【新規就農の推進】

新規就農・経営移譲希望者の掘り起こし

酪農ヘルパーの新規就農を促進

【女性が活躍しやすい環境の整備】

出産等の際の傷病時ヘルパー活用の推進

－３－

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づき、持続可能な地域畜産生産構
造の実現を目指し、同生産構造の構成員たる経
営体に対する重点的な経営支援活動を推進

【担い手の
育成・確保】

持続可能な
地域畜産生
産構造の確
立を明記した
地域のｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝを策定

適宜更新・改善、配布・周知

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

２ 自給飼料基盤に立脚した畜産
経営の育成

－４－

○飼料増産運動の推進

○水田における稲発酵粗飼料をはじ
めとする飼料作物の作付拡大

【稲発酵粗飼料の作付面積の大幅な拡大】

【水田裏作の拡大】

毎年、進捗状況を点検
し、取組方針を見直し

○ 飼料自給率向上のためのクロス

コンプライアンスの検討
「規範」を各種政策へのクロ
ス・コンプライアンスとして、
順次、適用

自給飼料生産への取組度合
いを示す「規範」設定の検討

適用範囲を拡大

２７年度目標

飼料自給率
３５％

粗飼料自給率
１００％

良質粗飼料生産量
５２４TDN万㌧

飼料作物作付け面積
１１０万㌶

飼料作物単収
４．５㌧

飼料作物生産コスト
３割減

○国産稲わらの飼料利用の拡大 ・稲わらマップの作成
・稲わら収集組織の育成

「米政策改革大綱」の進展
「産地づくり対策」第二期

耕畜連携助成の
見直し

・ 飼料自給率向上戦略会議

（副大臣主催）の設立
・ 全国飼料増産行動会議（畜

産部長主催）の設立

農林水産省、都道府県、農業団体が一体となり、か
つ、それぞれの役割を明確にし、飼料自給率向上の
ための運動を展開。

毎年、前年度の取り組みの
成果を点検し、運動を見直し

・稲ＷＣＳ需給マップの作成
・稲ＷＣＳコーディネーター養成
・稲ＷＣＳ専用品種の開発・普及
・稲ＷＣＳ低コスト生産技術の開発・普及
・稲ＷＣＳ適用農薬の拡大と適正使用の指導

・転作を通じたトウモロコシ＋イタリアンライグ
ラス作付体系の普及
・稲ＷＣＳ＋麦ＷＣＳ作付体系の開発・普及

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

－５－

○飼料生産の外部化の推進

○放牧の拡大

２７年度目標

飼料自給率
３５％

粗飼料自給率
１００％

良質粗飼料生産量
５２４TDN万㌧

飼料作物作付け面積
１１０万㌶

飼料作物単収
４．５㌧

飼料作物生産コスト
３割減

耕作放棄地や水田を活用した放牧の大幅な拡大を図るため、以下の取組を推進
・放牧ネットワークの育成
・放牧伝道師を養成
・全国放牧サミットの開催
・暖地水田放牧向け牧草の開発・普及

【公共牧場の利用率向上等に向けた取組の推進】

【コントラクター育成・強化の推進】

・ コントラクター全国協議会の開催、コントラクター実態調査の実施、コントラクター
アドバイザーの養成による組織強化

・ 参加農家戸数の拡大、組織当たり請負面積の拡大を通じた事業の拡大
・ 民間事業者（建設会社等）との連携強化、請負作業の多様化の推進（→ＴＭＲ化、総
合コントラクター化の推進）、ＧＩＳを活用した作業効率の向上を通じた機能の充実

毎年、進捗状況を点検
し、取組方針を見直し

【ＴＭＲセンター整備の推進】

・ 地域の飼料作物、未利用資源、食品副産

物を活用したＴＭＲセンター設立の推進
・ 経営指導事業、牛群検定等と一体となっ

たＴＭＲ参加農家の経営指導

コントラクターの育成・強化の一貫
として、ＴＭＲに取り組むコントラ
クターが増加するよう支援、指導を
強化

公共牧場利用率向上
計画の策定（一定規
模以上の牧場）

・上記計画を踏まえた利用者の拡大、機能向上、再編整備、
牧場間連携の強化等、取組を強化

毎年、進捗状況を点検
し、取組方針を見直し

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

－６－

○飼料作物の生産性の向上 ２７年度目標

飼料自給率
３５％

粗飼料自給率
１００％

良質粗飼料生産量
５２４TDN万㌧

飼料作物作付け面積
１１０万㌶

飼料作物単収
４．５㌧

飼料作物生産コスト
３割減

・優良品種の早期普及のための広域検定の実施
・牧草地の土壌分析等を踏まえた堆肥等の積極的な施用の推進
・細断型ロールベーラー、簡易耕起技術による２期作の普及等を通じたトウモロコシ生産
の拡大
・畜産公共事業等による計画的な基盤整備の実施

毎年、進捗状況を点検
し、取組方針を見直し

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

３ 畜産物に係る安全・安心の確保

○生産段階における衛生管理の充
実・強化

－７－

○飼料・飼料添加物及び動物用医
薬品に係る安全性の確保

○加工・流通段階における安全性の
確保

・ 飼養衛生管理基準に即した家畜の衛生管理の向上等、家畜防疫体制を強化し、家
畜の伝染病の発生・まん延防止

・ ＨＡＣＣＰ手法の普及・定着等の推進

畜産農家、獣医師、医薬品販売業者等に対する要指示医薬品の適正な使用、販売のた
めの薬事監視委員による指導を徹底

食品衛生法改正によるポジティブリスト
制導入に伴う動物用医薬品の使用基準
の見直し等（１８年５月までに順次）

抗菌性飼料添加物について、指定見直し等を順次実施

食品衛生法改正による農薬等の残留基準値のポジティブリスト化
に対応した基準値を順次設定（１８年１月～）

飼料規制の実効性確保の強化のためのＢＳＥ国内措置見直しに伴う監視強化の実施

乳業者におけるHACCP手法の自主的な導入を促進

○トレーサビリティへの対応
牛肉トレーサビリティ・システムの適切な運営

生産者・食品事業者による自主的な導入を促進

HACCP手法を取り入れた衛生的な食肉処理施設の整備を推進

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

４ 畜産における食育の推進

－８－

都道府県又はブロック単位の地域交流牧場協議会の設置

ふれあい牧場サポータ・交流牧場関
係者の養成研修会を開催

消費者と生産者
のパートナー
シップを深め、
消費者自らが
栄養バランスの
観点に加え、生
産・流通・環境
の観点までの幅
広い視野をもっ
た食品選択が
可能となるよう
にする。

○ふれあい体験交流を通じた食育
の推進

地域交流牧場協議会の下でふれあい
体験・畜産物加工調理体験を実施

教育関係者（学校・ＰＴＡ）
支援組織（畜産協会・普及所・ＪＡ）
交流牧場（畜産農家・公共牧場）

ふれあい体
験者数の増
加、交流牧
場数の増加

○インターネットを使った畜産情報
の提供・相互交流の促進 ・消費者向け情報（ＢＳＥや高病原性鳥インフルエンザ等の家畜疾病に関する情報、

家畜の種類や農家の仕事・肉や牛乳の流通に関する情報、畜産物の栄養価や調理方
法等健康への寄与に関する情報、ふれあい体験牧場の紹介等）の充実

・インターネットを通じた消費者に対するアンケート調査の実施やモニターの確保
・生産者・消費者がインターネットを通じて相互交流する仕組みの確立

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

５ 家畜排せつ物の適正な管理と利
用の促進

－９－

○耕畜連携によるたい肥利用の推
進

○環境規範の導入

○家畜排せつ物の管理の適正化と
利用の促進

経営規模や地域の実情に応じ、
簡易対応から施設整備への移行を推進

たい肥化及びその農地・草地への還元を
基本とした利活用のための取組を推進

作物生産農家のニーズに合ったたい肥を
供給するための取組等の実施を通じ、耕畜連携の強化を図り

水田等へのたい肥利用を推進

家
畜
排
せ
つ
物
法
第
７
条
に
基
づ
く
「
基
本
方
針
」
の
見
直
し

【家畜排せつ物の利用の促進】

【家畜排せつ物の管理の適正化】

家
畜
排
せ
つ
物
法
第
８
条
に
基
づ
く
「
都
道
府
県
計
画
」
の
見
直
し

見
直
し
後
の
基
本
方
針
・
都
道
府
県
計
画

を
踏
ま
え
た
施
策
を
推
進

平成16年度末に
環境規範を策定

順次、各種支援策へのクロス・コンプライアンス

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

６ 家畜改良の推進と新技術の開
発・普及

－１０－

○家畜改良の推進

【肉用牛の改良の推進】

広域後代検定等による優良
種雄牛の作出・利用 脂肪交雑に配慮しつつ、増体性や飼料利用性の向上を推進

遺伝的能力評価の推進 全国枝肉情報データベースの充実

優良な雌牛の整備、繁殖能
力の向上

優良な繁殖雌牛の導入を推進、繁殖管理技術の徹底

組織的かつ計画的な家畜改良の推進

○新技術の開発・普及

安全性の確認、期待される効果、利用に当たって留意すべき事項等について
消費者への正確で分かりやすい情報提供を図りつつ、開発・普及を推進

設備投資や保守点検に要するコストにも配慮しつつ、開発・普及
を推進

新たな改良手法の開発や新技術の活用に努めるとともに
基本的な繁殖・飼養管理技術の高位平準化への取組を推進

ハイテク技術を用いた飼養管理技術
（搾乳ロボット・ほ乳ロボット等）

地域実情に対応した放牧技術
細断型ロールベーラーの活用等の
飼料生産技術

バイオテクノロジー技術
クローン技術
DNA解析技術

雌雄産み分け技術 等

牛群検定の実施率の向上、後代検定の確実な実施
消費者ニーズを踏まえ、特に乳蛋白質率の向上乳量・乳成分の向上

生涯生産性の向上 粗飼料利用性や繁殖性の向上等

【乳牛の改良の推進】

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

７ 流通飼料の安定的な供給

－１１－

○未利用資源の活用促進

○飼料穀物の安定供給 【飼料穀物の備蓄】

【配合飼料価格安定制度】

【配合飼料の製造・流通の合理化】

【自家配合向け丸粒とうもろこしの利用拡大】

備蓄運営の効率化の推進
備蓄運営の明確化（放出基準等）

年度途中での基金の加入・変更等、生産者にとって利用しやす
い制度運用のあり方を検討し、早期の実施を目指す

配合飼料の製造ライン・配送施設の近代化等を推進

自家配合向けとうもろこしの
利用の普及

配合飼料の情報提供のあり
方を検討し、改善

関係者による飼料自給率向
上戦略会議の設立

食品残さ飼料化行動会議の
開催、行動計画の決定

・備蓄運営のあり方を検証し、引き続き効率化を推進

・備蓄運営のマニュアル化を図り、穀物需給動向に応じて
備蓄運営を的確に実施

・引き続き制度運用のあり方を検証

・配合飼料価格の動向に的確に対応した
制度運用を図る

制度のＰＲを行い、利用を普及

引き続き生産者等のニーズ等を踏まえて
情報内容、提供方法等を改善

行動計画に基づき関係者が一体となって食品残さの飼料
化の促進に取り組む

毎年度、取組状況を検証し、必
要に応じて行動計画を見直し

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

８ 集送乳及び乳業の合理化に関す
る基本的な事項

○生乳の計画的かつ安定的な供給
及び集送乳等の合理化

－１２－

○乳業の合理化と牛乳・乳製品の安
全の確保

○消費者ニーズに対応した牛乳・乳
製品の生産・供給体制の構築によ
る需要の拡大

【消費の拡大】

【乳製品向けの需要の拡大】

【需要に見合った用途別計画生産の推進】

生産動向、消費動向に関する的確
な情報把握

予測モデルの改良による需給見通
しの精緻化

指定団体の取組による季節別需要に応じた生乳生産体制の定着

指定団体の連携による広域
生乳流通システムの構築

主産地と消費地の指定団体の連携により、あらかじめ
飲用及び乳製品需要を加味した年間を通じた計画的な
配乳

・段階的に指定生乳生産者団体が主体となった集送乳の実施体制へ移行
・組織体制の整備にあわせ、集送乳経費に関する情報公開の推進
・広域生乳流通に対応した生乳検査体制の整備、需給調整の拠点となる
クーラーステーションの再編整備の推進

指定生乳生産者団体の合理化進捗状況の把握及び集送乳コストの実態把握
指定生乳生産者団体の取組の推進・指導

２７年度目標

集送乳経費
10%~30%削減

【季節別需要に応じた生乳生産の推進】

季節別需要に応じた生乳生産の継続

乳業工場の計画的な再編整備を推進

チーズ生産体制の強化

牛乳乳製品の効用等に着目した
消費拡大策の推進

集送乳等の合
理化及び情報
公開の推進指
導文書の発出

２７年度目標

ﾁｰｽﾞ・液状乳製品
向け供給量
２２０万トン
平成１５年度

１２４万トン

【集送乳の合理化】

前年度の取組状況を踏まえ、牛乳等の新
たな効用による消費拡大を検討

チーズ向け、その他液状乳製品等向け生乳
の供給拡大を推進

【17～21年度】



項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度～

９ 肉用牛及び牛肉の流通の合理
化

○肉用牛の流通の合理化

－１３－

○牛肉の流通の合理化

○消費者ニーズに対応した牛肉の
生産・供給体制の構築による需要
の拡大

都道府県における酪肉近代化計
画（家畜市場の現状及び再編整
備目標）の作成

計画に基づく取組の実施、数値目標等の達成

に向けた取組状況の公表を促進

進捗状況、取組効果
等の自己点検・分析
を実施（必要に応じ、
取組事項の見直し）

平成22年度
計画の評価・今
後の取組方向の
検討

乳用種牛肉の評価向上のための
生産・販売対策の実施

食肉処理施設の再編整備を推進し、産地食肉センターにおける部分肉流通を促進

【表示の改善】

食肉表示に関する消費者等
の意見の把握

現状の分析、改善の要否の検討 必要に応じ表示の改善を推進

食肉処理施設における実需者ニーズにきめ細かく対応した部分肉

加工等を通じた低需要部位の高付加価値化を推進

【国産牛肉の需要の拡大】

【乳用種牛肉の新たな市場獲得】

【17～21年度】



酪肉近代化基本方針の具体化に向けた
主要作業スケジュール

【平成１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

酪肉近代化基本方針の周知・徹底

○酪肉近代化基本方針の周知

－１４－

○県計画の作成・協議

酪肉近代化基本方針の具体化に向けた主要作業スケジュール

４月中旬：酪肉近等に関する意
見の集約【団体、都道府県】

５月中旬～６月上旬：酪肉近等の
説明会

【全国課長会議、ブロック単位等】

新たな施策の
周知・徹底

８月：新しい考え方の
予算要求への反映

○１８年度（４～５月頃）
：畜産企画部会を開催し、１７年度
の取組を報告

５月下旬～6月上旬：酪肉近地域

計画作成依頼

11月：酪肉近県計画提出

1２月：酪肉近県計画協議

○市町村計画については、県計画の
策定終了後、18年３月頃までに策

定するよう、県を通じて要請

１．国際化の進展に対応し得る産
業構造の確立

○「担い手」として明確化すべき経営
形態の考え方

○経営安定のための施策の在り方

認定農業者に関する実態調査

担い手要件及び経営安定対策の見直しの検討・調整・具体化

認定農業者の認定率向上に向けた取組

経営安定対策
ごとの「担い手」
の増加を推進

○18年度は、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づき、持続
可能な地域畜産生産構造の実現を目
指し、同生産構造の構成員たる経営体
に対する重点的な経営支援活動を推
進

持続可能な地域
畜産生産構造の
確立を明記した地
域のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを
策定

地域ごとの酪肉県計画の策定

【担い手の育成・確保】

○19年度より、見直し後の経営安定

対策へ移行

認定農業者の認定率向上に向けた地域計画の
策定（都道府県）

【１７年度】

市町村
計画策
定促進



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－１５－

○サービス事業体の定着・普及
10月：ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ立上げ研修（ｱﾄﾞ

ﾊﾞｲｻﾞｰ養成）の開催

３月：全国コントラクター
連絡協議会の開催

４月：コントラクター
実態調査の実施 １月：集計・分析

【コントラクター育成・強化の推進】

【ＴＭＲセンター整備の推進】

５月：ＴＭＲ施設等
実態の調査

全国飼料増産行動会議による関
係者への取組み推進の周知

ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ･TMRに重点化した対策の検討

取組（利用者拡大）拡大に向けた対策の検討

農作業全般作業受託や、民間他業種の活用等についての検討

新技術(GISｼｽﾃﾑ等)を活用した効率作業技術等の導入検討

【酪農ヘルパー組織の充実・強化】

ヘルパー組織の再編統合、ヘルパー業務の多角化についての検討

６月：全国会議
の開催

９月：ブロック会議
の開催

ヘルパー要員の確保・研修の充実についての検討

全国研修８回 特別研修８回 中堅研修２回 開催

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－１６－

○生産段階におけるコスト低減や省
力化の推進等による経営体質強化

【畜舎建築基準の緩和措置の活用】

生産者を含む関係者
への周知徹底

○18年度以降も適宜内容を更新・

改善、配布・周知。

生産者を含む関係者
から緩和措置に対す
る意見等を集約

○人材の育成・確保

【対象者や地域を重点化した経営支援指導による経営体質強化】

青色申告の推進、適正な資金計画や経営改善計画の策定、これらに基づく法人
化や多角化の推進等による経営体質強化を通じた先進的経営の育成・確保

専門家支援チームによる支援・指導、研修・セミナーの実施等

【牛群検定情報の活用による生産性向上や乳牛の能力向上】

牛群検定の普及定着の推進 ６～７月
関連事業説明会開催 ブロック会議開催 ○その他、関係団体による普及啓

発等
牛群検定の実施

【新規就農の促進】

新規就農・経営継承データ
ベースの運用見直し

酪農ヘルパーの新規就農を推
進するための会議の開催

（１０月・２月）

【女性が活躍しやすい環境の整備】

６月：全国会議
の開催

普及・啓発出産等の際の傷病時ヘルパー制度の活用推進

９月：ブロック会
議の開催

○18年度は、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づき、持続
可能な地域畜産生産構造の実現を目
指し、同生産構造の構成員たる経営体
に対する重点的な経営支援活動を推
進

持続可能な地域畜
産生産構造の確立
を明記した地域の
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを策定

地域ごとの酪肉県計画の策定
【担い手の育成・確保】

取組可能な団体
から順次実施

○18年度から全国的に実施

（９月・２月）

生産者向けパンフレットの作成・配布

○関係者からの意見に基づき、更なる
規制緩和につき検討、普及推進

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－１７－

２ 自給飼料基盤に立脚した畜産
経営の育成

１０月：ＷＣＳコーディネー
ター養成研修の開催

９月：放牧利用促進（放牧伝道師
の育成）に関する研修会の開催

飼料増産戦略会議の行動計画達成に向けた対策の検討

５月：第１回全国飼料増産
行動会議の開催

稲わら等流
通実態調査
の実施

新たな稲わら確保対策についての検討

稲発酵粗飼料生産利用拡
大に向けた対策の検討

放牧利用拡大に向
けた対策の検討

５～６月：稲わら需給
マップの作成

５～６月：ＷＣＳ需給
マップの作成

10月：放牧サミットの開催

７～８月：放牧可能対象地（調整
水田、耕作放棄地等）と畜産
農家の需要マップの作成

飼料自給率向上のためのク
ロスコンプライアンスの検討

○飼料増産運動の推進

○水田における稲発酵粗飼料をはじ
めとする飼料作物の作付拡大

○国産稲わらの利用拡大

○放牧の拡大

優良品種普及、生産技術実証等対策の推進

５月：第１回飼料自給率向
上戦略会議の開催

２月頃：第２回飼料自給率
向上戦略会議の開催

１月頃：第２回全国飼料増
産行動会議の開催

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－１８－

○飼料生産の外部化の推進

全国飼料増産行動会議による関係
者への取組み推進の周知

ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ･TMRに重点化した対策の検討

農作業全般作業受託や、民間他業種の活用等についての検討

新技術(GISｼｽﾃﾑ等)を活用した効率作業技術等の導入検討

○飼料作物の生産性の向上

飼料生産組織の育成、生産収穫機械・施設整備対策の推進

優良品種普及、生産技術実証等対策の推進

【公共牧場の利用率向上に向けた取り組みの推進】

６月頃：公共牧場
協議会の開催

９月：公共牧場実
態調査の実施

10月：ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ立上げ研修（ｱﾄﾞ

ﾊﾞｲｻﾞｰ養成）の開催

３月：全国コントラクター
連絡協議会の開催

４月：コントラク
ター実態調
査の実施

１月：集計・分析

【コントラクター育成・強化の推進】

【ＴＭＲセンター整備の推進】

５月：ＴＭＲ施設等
実態の調査

取組（利用者拡大）拡大に向けた対策の検討

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－１９－

３ 畜産物に係る安全・安心の確保

○生産段階における衛生管理の充
実・強化

○飼料・飼料添加物及び動物用医
薬品に係る安全性の確保

○加工・流通段階における安全性の
確保

・飼養衛生管理基準の遵守の徹底
・HACCP手法の普及・定着等の推進

６月：畜産農家の飼料使用状
況巡回調査（１６年度）の
結果とりまとめ及び公表

18年１月～：食品衛生法改正による

農薬等の残留基準値のポ
ジティブリスト化に対応した
基準値を順次設定

○必要な手続を経て実施

飼料規制の周知徹底のための関係者に対する
パンフレット配布等の実施

食品衛生法改正によるポジティブリスト制導入に
伴う動物用医薬品の使用基準の見直し等

畜産農家、獣医師、医薬品販売業者等に対する要指示医薬品の適正な
使用、販売のための薬事監視員による指導を徹底

18年５月までに順次

抗菌性飼料添加物について、指定見直し等を順次実施

飼料規制の実効性確保の強化のためのＢＳＥ国内措置見直し
に伴う監視強化の実施

衛生的な食肉処理施設の
整備に係る要望の把握

事業の適切な実施

乳質管理向上、ポジティブリストへの対応
・ 協議の枠組（生産者と乳業者の役割
分担等）の検討

検討状況の
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

ヨーネ病防疫対策の検討（～１２月）

畜種別のＨＡＣＣＰ手法を用いた衛生管理指針
の策定

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－２０－

４ 畜産における食育の推進

６～７月
：委員会の開催

７月：全国説明
会の開催

地域交流牧場協議会の設置

○ふれあい体験交流を通じた食育
の推進

12月：委員会

の開催

ふれあい牧場サポータ・交流牧場関係者養成研修会の開催
11月：アンケート調査の実施

５月：ＬＩＮ推進協
議会開催

６月：ＬＩＮ団体連
絡会・推進委
員会の開催

動画情報の提供、消費者モニターの確保、情報交
流等を通じて生産者と消費者双方向のパートナー
シップの向上を推進

12月：ＬＩＮ推進

委員会開
催

○インターネットを使った畜産情報
の提供・相互交流

届出内容確認システム（ＲＯ(Regional Office)システム：地域段階（農

政事務所）で届出内容をチェックするためのシステム）を活用した指導・
監視

ＤＮＡ鑑定も踏まえた販売業者等への指導・監視

【牛肉トレーサビリティシステムの適切な運営】

【その他畜産物の対応】

必要に応じて情報提供を行い、生産者・食品事業者による自主的な導入を促進

○トレーサビリティへの対応

牛乳トレーサビリティの構築
・協議の枠組（生産者と乳業者の役割分担等）の検討

検討状況のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－２１－

５ 家畜排せつ物の適正な管理と利
用の促進

各種支援策への要件化
（クロス・コンプライアンス）
（バイオマスの環づくり交付金等

の要領等において要件化）

３月31日：環境規範を策定

○順次、各種支援策への要件化を検討

〃 ：点検活動の手引き
を作成・配布

【家畜排せつ物の利用の促進】

【家畜排せつ物の管理の適正化】

６月～：家畜排せつ物利活用計画に係る調査検討を実施 ○たい肥化及びその農地・草地への還
元を基本とした利活用のための取組
を推進

○作物生産農家のニーズに合ったたい
肥を供給するための取組等の実施を
通じ、耕畜連携の強化を図り、水田等
へのたい肥利用を推進

○経営規模や地域の実情に応じ、簡易
対応から施設整備への移行を推進４月～：家畜排せつ物処理施設（共同及び個人）の計画的な整備を実施

～８月：作物生産農家の使いやすいたい肥
の生産マニュアル（仮称）の作成

都道府県等地域の主導による創意工夫をこらしたたい肥利活用の取組を支援○耕畜連携によるたい肥利用の推
進

○環境規範の導入

○家畜排せつ物の管理の適正化と
利用の促進

ＪＡ等団体の主導によるたい肥利活用のモデル事業を支援し、その確立・普及を推進

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－２２－

６ 家畜改良の推進と新技術の開
発・普及

○乳用牛の改良の推進
【牛群検定の推進】 （９月・２月）

○その他、関係団体による普及啓
発等

【後代検定の推進】

【改良事業の見直し】

５～６月：第２回
ＷＧ開催

牛群検定の実施

関係者による効率的事業
実施のあり方の検討

○肉用牛の改良の推進 【後代検定等の推進】

９月：検定成績の評価

１０月：全国会議開催、共
同利用種雄牛の選抜

４月～：家畜改良事業
団の検定方法変
更の検討

【全国枝肉情報データベースの充実】

１０～２月：技術的
検討会開催

【優良雌牛の整備】

優良な繁殖雌牛の導入の推進

【繁殖能力の向上】

繁殖管理技術の徹底及び関連器具導入の推進

７月：遺伝子型検
査結果の公表

１１～１２月：育種資源確保検
討会開催、資源確保

後代検定の実施

ブロック
会議の
開催７～８月：事業計

画の策定等

６～７月：関連事業
説明会の開催

データベースの普及推進、統一評価の実施

広域後代検定等の着実な実施

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－２３－

○新技術の開発・普及
クローン技術や雌雄産み分け技術等のバ
イオテクノロジー技術の開発・普及

搾乳ロボット等のハイテク技術を用いた飼
養管理技術

推進協議会開催やパンフレット配布等により、関係者へ取組推進の周知・徹底

消費者への正確で分かりやすい情報提
供を図り、その理解を求めつつ推進

コストにも配慮しつつ推進

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－２４－

７ 流通飼料の安定的な供給

○飼料穀物の安定供給

○未利用資源の活用促進

【飼料備蓄】

備蓄運営の効率化を検討

備蓄運営の明確化（放出基準等）の検討

【配合飼料価格安定制度】

【丸粒とうもろこしの利用拡大】

生産者等への利用啓発

【配合飼料の情報提供】

関係者による情報提供の現況の検証

配合飼料の製造ライン、配送設備の近
代化等の検証

年度途中の基金加入・変更など生産者に
とって利用しやすい制度運用の検討

平成18年度予算に反映

検討結果を踏まえたマニュアル等の整備

７月～：生産者等のニーズを踏まえて
関税割当数量の検討、設定

検討結果を踏まえた改善を逐次実施

年内： 関係者による検討結果を踏まえた
具体案の作成

検証結果を踏まえ、平成１８年度税制等
に反映

６月：第１回全国食品残さ
飼料化行動会議の開催
（行動計画の決定等）

５月：第１回飼料自給率向
上戦略会議の開催

２月頃：第２回飼料自給率
向上戦略会議の開催
（17年度の報告・検証）

２月頃：第２回全国食
品残さ飼料化行動
会議の開催（17年
度の報告・検証）

・食品残さの提供者、利用者
のネットワークづくりの取組

・シンポジウムの開催

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－２５－

８ 集送乳及び乳業の合理化に関す
る基本的な事項

○生乳の計画的かつ安定的な供給
及び集送乳等の合理化

○乳業の合理化と牛乳・乳製品
の安全の確保

○消費者ニーズに対応した牛乳・乳
製品の生産・供給体制の構築による
需要の拡大

４～５月：合理化推進文書の発出
４～５月：集送乳コストの実態調査
５月中旬～：集送乳の合理化目標の設定の

考え方等ブロック別説明会の開催

７～９月：合理化推進状況現地確認

【生産者団体のチーズ、液状乳製品等向け生乳供給】

指定生乳生産者団体の取組のフォローアップ

牛乳乳製品の
消費動向調査

国産ナチュラルチーズコンテスト開催

国産ナチュラルチーズフェア開催（３県）

○１８年度は１７年度の取組状況を
踏まえ、牛乳等の新たな効用によ
る消費拡大を検討

【集送乳合理化に向けた体制整備の支援】

【合理化の推進】

５月中旬～：指定団体への
事業説明会の開催

・指定団体への需給情報ｼｽﾃﾑの開発
・広域生乳検査体制の整備
・集送乳に係る情報公開の促進指導

【牛乳の効用に着目した消費拡大の推進】

１～３月：合理化状況の把握、課題の整理

都道府県乳業再編計画に即した
乳業再編整備事業による乳製品
製造工場再編への支援

【乳質管理向上、ポジティブリストへの対応、牛乳トレーサビリティの構築】

【乳業の合理化】

検討状況のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協議の枠組を検討

・６月：全国協議会の開催
・全国ビジョンの策定

・供給計画のヒアリング、１７年度事
業計画の策定

事業進捗状況のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

・団体の消費拡大策への指導・支援
ｶﾙｼｳﾑの効用に重点化した
消費拡大策の推進等

【１７年度】



項 目 ４月～６月 ７月～３月 備 考

－１３－

９ 肉用牛及び牛肉の流通の合理
化

○肉用牛の流通の合理化

○牛肉の流通の合理化

○消費者ニーズに対応した牛肉の
生産・供給体制の構築による需要
の拡大

【国産牛肉の需要の拡大】

家畜市場の再編整備、機能高度化を図
るための施設整備の推進

乳用種牛肉生産・販売
協議会の立ち上げ

・新事業による乳用種牛肉の生
産・販売対策の実施

【乳用種牛肉の新たな市場獲得】

食肉処理施設の再編整備
等に係る事業要望の把握

事業の実施

【表示の改善】

消費者等の意見把握のた
めの調査内容の検討

調査の実施
表示のあり方についての消費者
等の評価、要望等の取りまとめ、

改善の要否の検討

新事業の計画ヒアリング

【家畜市場の再編整備の推進】

事業進捗状況のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

【食肉処理施設の再編整備の推進】

事業進捗状況のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

食肉処理施設における実需者ニーズにきめ細かく対応した部分肉加工等
を通じた低需要部位の高付加価値化を推進

－２６－

【１７年度】


